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第１４号議案 

　　　令和８年度尾張旭市水道事業会計予算 

　（総則） 

第１条　令和８年度尾張旭市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

（業務の予定量） 

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。 

　⑴　給水戸数                                          ３８，３００戸 

　⑵　年間総給水量　　　　　　　　　　　　　　 ８，５４６，０００㎥ 

　⑶　１日平均給水量　　　　　　　　　　　　　　 　　２３，４００㎥ 

⑷　主要な建設改良費 

ア　幹線水道管等耐震化事業　　　　　　　　　４８２，０５０千円 

　（収益的収入及び支出） 

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

 収　　入　
 第１款　水道事業収益 １，７３８，４２２千円
 　第１項 営業収益 １，５７４，７１３千円
 　第２項 営業外収益 １６３，５８９千円
 　第３項 特別利益 １２０千円
 支　　出
 第１款　水道事業費用 １，５９６，０９４千円
 　第１項 営業費用 １，５４９，２１３千円
 　第２項 営業外費用 ３５，７８１千円
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　（資本的収入及び支出） 

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額３２４，

０３５千円は、減債積立金１５，５１０千円、建設改良積立金１２，０６９千円、過年度分損益勘定留保資金２３２，

７４６千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額６３，７１０千円で補塡するものとする。）。 

　（企業債） 

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。 

 　第３項 特別損失 １，１００千円
 　第４項 予備費 １０，０００千円 

 収　　入

 第１款　資本的収入 ５２８，４０２千円

 　第１項 企業債 ３６０，１００千円

 　第２項 負担金 １６８，２９２千円

 　第３項 固定資産売却代金 １０千円

 支　　出

 第１款　資本的支出 ８５２，４３７千円

 　第１項 建設改良費 ８３６，８１７千円

 　第２項 企業債償還金 １５，５１０千円

 　第３項 過年度返還金 １１０千円

 
起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

 
幹線水道管等

耐震化事業

３６０，１００千円 普通貸借又 

は証券発行

５．０％以内 

（ただし、利率見直し方 

政府資金については、その融資条件によ 

り、銀行その他の場合にはその債権者と  
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　（一時借入金） 

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。 

　（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。 

　⑴　予定支出の各項に不足が生じた場合における各項間の流用 

　（議会の議決を経なければ流用することができない経費） 

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費

の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。 

　⑴　職員給与費　　　　　　１５６，６２１千円 

　（たな卸資産購入限度額） 

第９条　たな卸資産の購入限度額は、３４，０７５千円と定める。 

　　令和８年２月２６日提出 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　尾張旭市長　柴　田　　　浩　

 式で借り入れる資金につ

いて、利率の見直しを行

った後においては、当該 

見直し後の利率）

協定するものによる。 

ただし、企業財政の都合により据置期間 

及び償還期限を短縮し、又は繰上償還若

しくは低利に借換えすることができる。
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収益的収入及び支出

収入 (単位 ： 千円)

1.水道事業収益 1,738,422

1.営業収益 1,574,713 主たる営業活動から生ずる収益

1.給水収益 1,500,000 水道料金

2.受託工事収益 5,090 給・配水管の受託工事収益

3.その他の営業収益 69,623 材料売却益、各種手数料、他会計負担金等

2.営業外収益 163,589 主たる営業活動以外の収益

1.受取利息及び配当金 3,751 預金、貸付金及び有価証券利息

2.消費税及び地方消費税還付金 10

3.長期前受金戻入 149,756 長期前受金戻入益

4.雑収益 10,072 不用品売却収益、その他雑収益

3.特別利益 120 当年度の経常的収益に属さない利益

1.固定資産売却益 10
固定資産の売却価額が当該固定資産の売却時帳
簿価額を超える金額

2.過年度損益修正益 10
前年度以前の損益の修正で利益の性質を有する
もの

3.その他特別利益 100 引当金戻入益
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令和８年度 尾張旭市水道事業会計 予算実施計画

款 項 目 予　定　額 備　　　考



支出 (単位 ： 千円)

1.水道事業費用 1,596,094

1.営業費用 1,549,213 主たる営業活動に要する費用

1.原水及び浄水費 667,813 受水費及び薬品費

2.配水及び給水費 267,490 給・配水管及び量水器の維持管理に要する費用

3.受託工事費 4,400 給・配水管の受託工事に要する費用

4.業務費 146,967
料金の調定、徴収及び検針その他業務に要する
費用

5.総係費 68,360 事業活動全般に要する費用

6.減価償却費 373,263 固定資産償却費用

7.資産減耗費 20,900 固定資産の除却費及びたな卸資産の減耗損費

8.その他の営業費用 20 材料売却及び雑支出

2.営業外費用 35,781
財務活動に伴う費用及び固有の事業活動に係る
費用以外のもの

1.支払利息及び企業債取扱諸費 12,761 企業債及び一時借入金の利息

2.消費税及び地方消費税 23,000

3.雑支出 20 その他雑支出

3.特別損失 1,100 当年度の経常的費用に属さない損失

1.固定資産売却損 100
固定資産の売却価額が当該固定資産の売却時の
帳簿価額に不足する金額

2.過年度損益修正損 1,000
前年度以前の損益の修正で損失の性質を有する
もの

4.予備費 10,000

1.予備費 10,000
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款 項 目 予　定　額 備　　　考



資本的収入及び支出

収入 (単位 ： 千円)

1.資本的収入 528,402

1.企業債 360,100

1.企業債 360,100

2.負担金 168,292

1.負担金 168,292

3.固定資産売却代金 10

1.固定資産売却代金 10
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款 項 目 予　定　額 備　　　考

事業推進に充てるため借り入れた企業債

加入負担金、配水管布設・布設替工事負担金及
び消火栓設置負担金

固定資産の売却による収入



支出 (単位 ： 千円)

1.資本的支出 852,437

1.建設改良費 836,817 施設の建設改良に要する費用

1.配水設備改良費 804,767 配水管布設、改良及び消火栓設置に要する費用

2.固定資産購入費 32,050 固定資産の購入に要する費用

2.企業債償還金 15,510

1.企業債償還金 15,510

3.過年度返還金 110

1.過年度返還金 110
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款 項 目 予　定　額 備　　　考

事業推進に充てるため借り入れた企業債の償還
金

前年度以前の補助金及び負担金の返還金



（単位　千円）

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 126,515

減価償却費 373,263

固定資産除却費 20,800

引当金（負債性引当金）の増減額（△は減少） 1,625

長期前受金戻入額 △ 149,756

受取利息及び受取配当金 △ 3,751

支払利息 12,761

有形固定資産売却損益（△は益） 91

未収金の増減額（△は増加） △ 30,735

未払金の増減額（△は減少） 2,425

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 8,815

小計 344,423

利息及び配当金の受取額 3,751

利息の支払額 △ 12,761

業務活動によるキャッシュ・フロー 335,413

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 765,259

有形固定資産の売却による収入 19

国庫補助金等による収入 160,334

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 604,906

令和８年度尾張旭市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（令和８年４月１日から令和９年３月３１日まで）
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３ 財務活動によるキャッシュ・フロー
建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 360,100
建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 15,510

財務活動によるキャッシュ・フロー 344,590

資金増加額（又は減少額） 75,097

資金期首残高 1,290,101

資金期末残高 1,365,198
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給与費明細書

１　特　別　職

期末手当

（千円）

年間支給率

（人） （千円） （千円） （月分） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

その他の
特 別 職

6 154 154 154

計 6 154 154 154

その他の
特 別 職

6 154 154 154

計 6 154 154 154

その他の
特 別 職

0 0 0 0

計 0 0 0 0

給　　　　　　　与　　　　　　　費

区　　分 備　　考職員数 報　　酬 給　　料 地域手当
その他の
手　　当

計 共 済 費 合　　計

本年度

長　　等

議　　員

前年度

長　　等

議　　員

比　較

長　　等

議　　員
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２　一　般　職

　⑴　総　括

給　　　　　与　　　　　費

職 員 数 報 酬 給 料 職 員 手 当 計 法 定 福 利 費 合 計 備 考

（人） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

( )

16

( )

15

( )

1

※　職員数の（　）内は、短時間勤務職員の数を別掲

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

本
年
度

1,704 2,637 5,930 1,572 1,274 3,800 33,405

前
年
度

2,112 3,260 4,698 595 1,700 3,800 29,625

比　

較
△ 408 △ 623 1,232 977 △ 426 0 　 　 3,780 　

区　

分

本
年
度

69,695 50,322 120,017 34,990 155,007

前
年
度

61,624 45,790 107,414 31,795 139,209

比　

較
　 8,071 4,532 12,603 3,195 15,798

職
員
手
当
の
内
訳

区　

分

扶　養
手　当

管理職
手　当

地　域
手　当

通　勤
手　当

住　居
手　当

時 間 外
勤務手当

特殊勤務
手　　当

管理職員特
別勤務手当

期末勤勉
手　　当

会計年度任
用職員期末
勤勉手当

その他の
手　　当
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　⑵　給料及び職員手当の増減額の明細

増 減 額

（千円）

給　　料 8,071 給与改定に伴う増減分 1,959 給与改定の状況

　給与改定率　3.3％

　給与改定実施時期　令和7年4月

昇給に伴う増加分 529

その他の増減分 5,583 人員配置等に伴う増減分 4,215

その他の増減分 1,368

職員手当 4,532 制度改正に伴う増減分 1,099 地域手当 761 地域手当率改定分（改定率　1％）

期末勤勉手当 338
支給月数改定分
（改定月数　0.05月）

その他の増減分 3,433 期末勤勉手当 3,234

管理職手当 △ 623

地域手当 471

その他 351

増 減 事 由 別 内 訳 説　　　　明

（千円） （千円）
区　　分 備　　　　考
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　⑶　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初　任　給

区 分 一 般 行 政 職 労 務 職

平均給料月額　（円） 356,687 292,700

平均給与月額　（円） 468,678 334,054

平　均　年　齢 43歳 3月 53歳 2月

平均給料月額　（円） 346,250 280,400

平均給与月額　（円） 425,038 320,014

平　均　年　齢 46歳 0月 52歳 2月

一般会計の制度

一般行政職 労　務　職　

（円） （円） （円） （円）

高　校　卒 206,700 206,700

大　学　卒 237,600 237,600

令和８年１月１日
現　　　　　　在

令和７年１月１日
現　　　　　　在

区　　　分
一般行政職 労　務　職

　　採用時年齢により
　　　最低　205,600
　　　最高　251,800

　　採用時年齢により
　　　最低　205,600
　　　最高　251,800
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　　ウ　級 別 職 員 数

９級 ( ) ( )

８級 ( ) 1 ( ) 6.7

７級 ( ) 1 ( ) 6.7

６級 ( ) 1 ( ) 6.7

５級 ( ) ( ) ５級 ( ) ( )

４級 ( ) 6 ( ) 40.0 ４級 ( ) ( )

３級 ( ) 3 ( ) 20.0 ３級 ( ) ( )

２級 ( ) 1 ( ) 6.7 ２級 ( ) 1 ( ) 100.0

１級 ( ) 2 ( ) 13.2 １級 ( ) ( )

計 ( ) 15 ( ) 100.0 計 ( ) 1 ( ) 100.0

９級 ( ) ( )

８級 ( ) 1 ( ) 7.1

７級 ( ) 1 ( ) 7.1

６級 ( ) 2 ( ) 14.4

５級 ( ) ( ) ５級 ( ) ( )

４級 ( ) 3 ( ) 21.5 ４級 ( ) ( )

３級 ( ) 5 ( ) 35.7 ３級 ( ) ( )

２級 ( ) 1 ( ) 7.1 ２級 ( ) 1 ( ) 100.0

１級 ( ) 1 ( ) 7.1 １級 ( ) ( )

計 ( ) 14 ( ) 100.0 計 ( ) 1 ( ) 100.0

※　（　）内は、暫定再任用短時間勤務職員及び定年前再任用短時間勤務職員について別掲

一般行政職 労務職

職員数 構成比 職員数 構成比

（人） （％） （人） （％）

区　分
級 級

令和８年１月１日
現　　　　　　在

令和７年１月１日
現　　　　　　在
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　　（級別の基準となる職務）

区分 一 般 行 政 職 区分 労　務　職

特に高度の経験を有する主任技能員等の職務

上記の職務に相当するものとして市長が指定する職の職務

部長の職務 主任技能員等で高度の経験を有するものの職務

高度の知識又は経験を必要とする部次長の職務 高度かつ長期の経験を有する技能員等の職務

部次長の職務 上記の職務に相当するものとして市長が指定する職の職務

高度の知識又は経験を必要とする課長の職務

課長の職務

高度の知識又は経験を必要とする課長補佐の職務

主事の職務

主事補の職務

９級 高度の知識又は経験を必要とする部長の職務 ５級

８級
４級

７級

３級 長期の経験を有する技能員等の職務

６級

２級 相当の経験を有する技能員等の職務

５級 課長補佐の職務

１級 技能員、工務員、衛生員、用務員又は調理員の職務

４級 係長の職務

３級 主査の職務

２級 高度の知識又は経験を必要とする主事の職務

１級
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　　エ　昇 給

※　職員数は、育児休業者、派遣職員及び暫定再任用職員並びに定年前再任用短時間勤務職員を除く。

代表的な職種

一般行政職 労務職

　職　 　員 　　数 （Ａ）　　　（人） 16 15 1

　昇給に係る職員数 （Ｂ）　　　（人） 13 12 1

１号給　　（人）

２号給　　（人）

３号給    （人）

４号給    （人） 11 10 1

６号給    （人） 2 2

８号給    （人）

　比　　　　　　率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 81.3 80 100.0

　職　 　員 　　数 （Ａ）　　　（人） 14 13 1

　昇給に係る職員数 （Ｂ）　　　（人） 12 11 1

１号給　　（人）

２号給　　（人）

３号給    （人）

４号給    （人） 10 9 1

６号給    （人） 2 2

８号給    （人）

　比　　　　　　率 （Ｂ）/（Ａ）（％） 85.7 84.6 100.0

区 分 合計

　号 給 数 別 内 訳

　号 給 数 別 内 訳

本　

年　

度

前　

年　

度
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　　オ　期 末 手 当 ・ 勤 勉 手 当

※　（　）内は、暫定再任用職員及び定年前再任用短時間勤務職員の支給率を記載

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

支給期別支給率 支給率計 職制上の段階、職務の

　　　　　６月　　（月分） 　　　　 １２月　 （月分） （月分） 級等による加算措置

(1.225) (1.225) (2.45)

2.325 2.325 4.65

(1.20) (1.20) (2.40)

(2.30) (2.30) 4.60

(1.225) (1.225) (2.45)

2.325 2.325 4.65

２ ０ 年 勤 続 の 者 ２ ５ 年 勤 続 の 者 ３ ５ 年 勤 続 の 者 最 高 限 度 額 そ の 他 の

（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等

定年前早期退職特例措置

（2％～45％加算）

一般会計の制度 定年前早期退職特例措置

（支給率等） （2％～45％加算）

区 分 備　　考

本年度 有

前年度 有

一般会計の制度 有

区 分 備 考

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

24.586875 33.27075 47.709 47.709
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　　キ　特 殊 勤 務 手 当

　　ク　そ の 他 の 手 当

代 表 的 な 職 種

一般行政職 労　務　職

　支給対象職員の比率　　　　（％）

　（令和８年１月１日現在）

区 分 全 職 種

　給料総額に対する比率　　　（％） ― ― ―

― ― ―

　代表的な特殊勤務手当の名称 ―

区 分 一般会計の制度との異同 差 異 の 内 容

扶 養 手 当 同じ

地 域 手 当 同じ

住 居 手 当 同じ

通 勤 手 当 同じ
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期　間 金　額 期　間 金　額 国庫補助金 企業債 収益的収入
損益勘定
留保資金

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

令和3年度

388,000 ～ 340,015 令和8年度 37,780 0 0 37,780 0 

令和7年度

過年度議決に係る分

令和7年度末までの支払 令和8年度以降の支払

義 務 発 生 （ 見 込 ） 額 義 務 発 生 予 定 額

　債務負担行為に関する調書

事　　　項 限 度 額
左 の 財 源 内 訳

量水器検針等事業
(令和2年12月18日議決)
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(単位　千円)

１

(1)

イ 512,584

ロ 131,126

△ 98,056 33,070

ハ 19,291,929

△ 9,097,032 10,194,897

ニ 792,943

△ 661,476 131,467

ホ 20,315

△ 12,160 8,155

ヘ 50,116

△ 22,630 27,486

10,907,659

10,907,659

２

(1) 1,365,198

(2) 194,462

△ 700 193,762

(3) 32,216

(4) 0

1,591,176

12,498,835

令和８年度尾張旭市水道事業予定貸借対照表(当年度)
（令和９年３月３１日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車両及び運搬具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

1,231,776

1,231,776

４

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

23,110

(2) 54,082

(3)

イ 11,894

ロ 2,631

14,525

(4) 79,899

171,616

５

(1) 7,635,007

(2)

3,223,228

4,626,620

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

1,231,776

23,110

△ 4,411,779
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６ 5,998,919

７

(1)

イ 400,468

ロ 116,605

517,073

(2)

イ 53,571

ロ 632,024

ハ 当年度未処分利益剰余金 670,628

1,356,223

1,873,296

7,872,215

12,498,835

資　本　の　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

負 担 金

受贈財産評価額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建設改良積立金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

- 23 -



 

- 24 - 

注記 

 

　Ⅰ　重要な会計方針 

　　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法 

　　　・貯蔵品　先入先出法による低価法 

　　２　固定資産の減価償却方法 

　　　　有形固定資産 

　　　・減価償却の方法　定額法（ただし、取替資産については取替法による。） 

　　　・主な耐用年数 

　　　　建物　　　　　　　　２６～４５年 

　　　　構築物　　　　　　　１０～６０年 

　　　　機械及び装置　　　　　６～１７年 

　　　　車両及び運搬具　　　　４～　６年 

　　　　工具、器具及び備品　　２～１５年 

　　３　引当金の計上方法 

　　　⑴　賞与引当金 

　　　　　職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。　　　 

⑵　法定福利費引当金  

　　職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の

負担に属する額を計上している。 

　　　⑶　貸倒引当金   
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　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。 

　　　⑷　退職給付引当金 

　　　　　本市は、愛知県市町村職員退職手当組合に加入しており、当該組合の負担金について積立金の不足等に応じて

発生する追加的な費用は、一般会計において措置するため、退職給付引当金を計上していない。 

　　４　消費税及び地方消費税の会計処理 

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

　Ⅱ　予定貸借対照表等関連 

　　　引当金の取崩し 

　　⑴　賞与引当金の取崩し 

　　　　令和８年度において、期末勤勉手当を支給するため取り崩すと見込まれる賞与引当金の額は、１０，７０６千円

である。 

　　⑵　法定福利費引当金の取崩し 

　　　　令和８年度において、期末勤勉手当に係る法定福利費の支出のため取り崩すと見込まれる法定福利費引当金の額

は、２，１６９千円である。 

 

 



（単位　千円）

１

(1) 1,236,364

(2) 4,700

(3) 9,929 1,250,993

２

(1) 579,886

(2) 255,440

(3) 4,000

(4) 106,738

(5) 72,321

(6) 362,443

(7) 20,400

(8) 20 1,401,248

150,255

３

(1) 1,801

(2) 150,097

(3) 63,456 215,354

令和７年度尾張旭市水道事業予定損益計算書(前年度)
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

営 業 収 益

給 水 収 益

受 託 工 事 収 益

その他の営業収益

営 業 費 用

原 水 及 び 浄 水 費

配 水 及 び 給 水 費

受 託 工 事 費

業 務 費

総 係 費

減 価 償 却 費

資 産 減 耗 費

その他の営業費用

営 業 損 失

営 業 外 収 益

受取利息及び配当金

長 期 前 受 金 戻 入

雑 収 益
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４

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 5,352

(2) 20 5,372 209,982

59,727

５

(1) 9

(2) 9

(3) 22,100 22,118

６

(1) 100

(2) 910

(3) 0 1,010 21,108

80,835

317,387

130,381

528,603

営 業 外 費 用

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益

過年度損益修正益

そ の 他 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 売 却 損

過年度損益修正損

そ の 他 特 別 損 失

当年度純利益

前年度繰越利益剰余金

その他未処分利益剰余金変動額

当年度未処分利益剰余金
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(単位　千円)

１

(1)

イ 512,584

ロ 131,626

△ 95,863 35,763

ハ 18,636,115

△ 8,803,612 9,832,503

ニ 789,793

△ 648,733 141,060

ホ 17,880

△ 10,687 7,193

ヘ 26,666

△ 19,196 7,470

10,536,573

10,536,573

２

(1) 1,290,101

(2) 163,727

△ 700 163,027

(3) 23,401

(4) 0

1,476,529

12,013,102

令和７年度尾張旭市水道事業予定貸借対照表(前年度)
（令和８年３月３１日）

資　産　の　部

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

土 地

建 物

減価償却累計額

構 築 物

減価償却累計額

機 械 及 び 装 置

減価償却累計額

車両及び運搬具

減価償却累計額

工具器具及び備品

減価償却累計額

有形固定資産合計

固 定 資 産 合 計

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

その他流動資産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計
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３

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

894,790

894,790

４

(1)

イ 建設改良費等の財源に
充てるための企業債

15,510

(2) 51,657

(3)

イ 10,600

ロ 2,300

12,900

(4) 79,899

159,966

５

(1) 7,504,669

(2)

3,212,646

4,267,402

負　債　の　部

固 定 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流 動 負 債

企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 引 当 金

法定福利費引当金

引 当 金 合 計

その他流動負債

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

894,790

15,510

△ 4,292,023
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６ 5,998,919

７

(1)

イ 400,468

ロ 116,605

517,073

(2)

イ 69,081

ロ 632,024

ハ 当年度未処分利益剰余金 528,603

1,229,708

1,746,781

7,745,700

12,013,102

資　本　の　部

資 本 金

剰 余 金

資 本 剰 余 金

負 担 金

受贈財産評価額

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

減 債 積 立 金

建設改良積立金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計
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注記 

 

　Ⅰ　重要な会計方針 

　　１　たな卸資産の評価基準及び評価方法 

　　　・貯蔵品　先入先出法による低価法 

　　２　固定資産の減価償却方法 

　　　　有形固定資産 

　　　・減価償却の方法　定額法（ただし、取替資産については取替法による。） 

　　　・主な耐用年数 

　　　　建物　　　　　　　　２６～４５年 

　　　　構築物　　　　　　　１０～６０年 

　　　　機械及び装置　　　　　６～１７年 

　　　　車両及び運搬具　　　　４～　６年 

　　　　工具、器具及び備品　　２～１５年 

　　３　引当金の計上方法 

　　　⑴　賞与引当金 

　　　　　職員の期末勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。 

　　　⑵　法定福利費引当金 

　　　　　職員の期末勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の

負担に属する額を計上している。 

　　　⑶　貸倒引当金  
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　　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等により回収不能見込額を計上している。 

　　　⑷　退職給付引当金 

　　　　　本市は、愛知県市町村職員退職手当組合に加入しており、当該組合の負担金について積立金の不足等に応じて

発生する追加的な費用は、一般会計において措置するため、退職給付引当金を計上していない。 

　　４　消費税及び地方消費税の会計処理 

　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。 

 

　Ⅱ　予定貸借対照表等関連 

　　　引当金の取崩し 

　　⑴　賞与引当金の取崩し 

　　　　令和７年度において、期末勤勉手当を支給するため取り崩すと見込まれる賞与引当金の額は、９，５１４千円で

ある。 

　　⑵　法定福利費引当金の取崩し 

　　　　令和７年度において、期末勤勉手当に係る法定福利費の支出のため取り崩すと見込まれる法定福利費引当金の額

は、１，８９５千円である。 

 

Ⅲ　その他 

　　退職給付引当金の戻入 

　　　愛知県市町村職員退職手当組合における積立金の不足等に応じて発生する追加的な費用は、一般会計がその全部を

負担するため、当年度より退職引当金の計上方法を変更し、退職給付引当金を全額戻入する。 



1,500,000

3,630

1,460

10

896

7,828

600

150

1,052

13,000

77

46,000

10

2,750

1,000

1

10

5,162

6,489

55,823

76,704

収益的収入及び支出

収入 (単位 ： 千円)

本 年 度 前 年 度 節

予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

1.水道事業収益 1,738,422 1,661,942 76,480

1.営業収益 1,574,713 1,375,354 199,359

1.給水収益 1,500,000 1,360,000 140,000

 1.水道料金 1,500,000 水道料金 

　給水量（有収水量）7,947,780㎥/年

2.受託工事収益 5,090 5,030 60

 2.受託工事収益 3,630 水道管布設（替）工事

 3.修繕工事収益 1,460 給・配水管修繕工事

3.その他の営業収益 69,623 10,324 59,299

 1.材料売却収益 10 材料売却代

 2.諸手数料 896 諸手数料

 3.一般会計負担金 9,630 消火栓維持補修負担金

緊急遮断弁維持管理負担金

飲料水兼用耐震性貯水槽維持管理負担金

児童手当負担金

 4.下水道事業会計負担金 13,077 上下水道部給与費等負担金

上下水道事業経営審議会負担金

 5.雑収益 46,010 下水道使用料徴収事務受託金

その他営業雑収益

2.営業外収益 163,589 219,468 △ 55,879

1.受取利息及び配当金 3,751 1,801 1,950

 1.預金利息 2,750 預金利息

 2.貸付金利息 1,000 他会計貸付金利息

 3.有価証券利息 1 国債利息

2.消費税及び地方消費税還付金 10 10 0

 1.消費税及び地方消費税還付金 10 消費税及び地方消費税還付金

3.長期前受金戻入 149,756 150,097 △ 341

 1.長期前受金補助金戻入益 5,162 長期前受金補助金戻入益

 2.長期前受金受贈財産評価額戻入益 6,489 長期前受金受贈財産評価額戻入益

 3.長期前受金加入負担金戻入益 55,823 長期前受金加入負担金戻入益

 4.長期前受金工事負担金戻入益 76,704 長期前受金工事負担金戻入益
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令和８年度 尾張旭市水道事業会計 予算実施計画明細書

款 項 目 比 較 説　　　　　明



5,578

10

7,854

1,000

649

94

165

300

10

10

100

収入 (単位 ： 千円)

本 年 度 前 年 度 節

予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

 5.長期前受金他会計負担金戻入益 5,578 長期前受金他会計負担金戻入益

4.雑収益 10,072 67,560 △ 57,488

 1.不用品売却収益 10 不用品売却代

 3.その他雑収益 10,062 量水器取替入庫評価額

賠償保険金受入金

マイクロ水力発電売電利益還元料

水源地見学参加者負担金

広告収入

その他雑収益

3.特別利益 120 67,120 △ 67,000

1.固定資産売却益 10 10 0

 1.固定資産売却益 10 固定資産売却益

2.過年度損益修正益 10 10 0

 1.過年度損益修正益 10 過年度損益修正益

3.その他特別利益 100 67,100 △ 67,000

 3.貸倒引当金戻入益 100 貸倒引当金戻入益
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款 項 目 比 較 説　　　　　明



130

667,443

240

16,461

558

1,363

353

356

350

1,000

4,933

2,800

4,752

55

2,490

600

1,080

13

12

33

1,059

456

5,970

2,310

1,359

支出 (単位 ： 千円)

本 年 度 前 年 度 節

予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

1.水道事業費用 1,596,094 1,532,681 63,413

1.営業費用 1,549,213 1,486,209 63,004

1.原水及び浄水費 667,813 637,875 29,938

27.薬品費 130 薬品費

33.受水費 667,683 県水受水費　　受水量8,546,000㎥／年

名古屋市水受水費

2.配水及び給水費 267,490 274,252 △ 6,762

 1.給料 16,461  一般職給料

 2.職員手当等 8,913 扶養手当　

地域手当　

通勤手当　

住居手当　

児童手当

時間外勤務手当　

期末勤勉手当　

 3.賞与引当金繰入額 2,800 賞与引当金繰入額　

 6.法定福利費 7,297 職員共済組合負担金

公務災害補償基金負担金　

退職手当組合負担金

 7.法定福利費引当金繰入額 600 法定福利費引当金繰入額

13.備消品費 1,080 消耗品費

14.燃料費 13 自家発電設備用燃料費

15.光熱水費 12 下水道使用料

16.印刷製本費 33 印刷製本費

17.通信運搬費 1,059 電信電話料

18.委託料 94,539 自家用電気工作物保安管理業務委託料

電気機械設備保守点検委託料

樹木剪定等委託料

防犯監視委託料
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款 項 目 比 較 説　　　　　明



550

100

5,790

1,635

442

4,022

4,187

208

4,800

17,660

800

300

9,680

33,918

352

1,038

20

3

10

84,650

11,242

5,500

3,812

1,157

26,516

33

25

6

587

84

4,400

支出 (単位 ： 千円)

本 年 度 前 年 度 節

予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

緊急遮断弁保守点検委託料

飲料水兼用耐震性貯水槽保守点検委託料

配管図等作成業務委託料

設計積算システム保守点検委託料

無線設備保守点検委託料

上水道施設保守管理業務委託料

水質検査業務委託料

防犯カメラ保守点検委託料

水道管廃止設計委託料

給水装置窓口等業務委託料

給水装置工事施行基準改定業務等委託料

給水システム改修委託料

止水栓取替業務委託料

量水器定期取替委託料

量水器運搬業務委託料

19.手数料 1,061 水質検査手数料

定期検便検査手数料

第三級陸上特殊無線技士免許申請手数料

20.賃借料 10 有料道路通行料

21.修繕費 84,650 修繕費

24.路面復旧費 11,242 路面復旧費

25.工事請負費 5,500 土木関連等切廻及び水道管廃止工事

26.動力費 3,812 配水設備等電気料

28.材料費 1,157 給・配水管維持補修材料費

29.量水器取替補修費 26,516 量水器取替補修費

32.負担金 64 県積算システム負担金

第三級陸上特殊無線技士養成講習会受講負担金

電波利用料金負担金

34.保険料 671 水道施設損害賠償保険料

建物総合損害保険料

3.受託工事費 4,400 4,400 0

25.工事請負費 4,400 水道管布設（替）工事
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款 項 目 比 較 説　　　　　明



8,751

30

703

172

296

30

600

2,575

1,500

2,652

34

1,333

300

812

4,500

5,792

140

78,680

3,023

7,700

20,460

3,265

3,164

50

105

300

24,915

246

支出 (単位 ： 千円)

本 年 度 前 年 度 節

予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

4.業務費 146,967 115,286 31,681

 1.給料 8,751 一般職給料

 2.職員手当等 4,406 扶養手当　

地域手当　

通勤手当　　

住居手当　

児童手当

時間外勤務手当

期末勤勉手当

 3.賞与引当金繰入額 1,500 賞与引当金繰入額

 6.法定福利費 4,019 職員共済組合負担金　

公務災害補償基金負担金　

退職手当組合負担金　

 7.法定福利費引当金繰入額 300 法定福利費引当金繰入額　

13.備消品費 812 消耗品費

16.印刷製本費 4,500 印刷製本費

17.通信運搬費 5,932 郵便料

電信電話料

18.委託料 113,128 量水器検針等業務委託料

コンビニ収納業務委託料

水道料金システム改修委託料

水道料金システム構築業務委託料

水道料金システム保守委託料

19.手数料 3,319 口座振替取扱手数料

水道料金支払督促措置等手数料

量水器検査手数料

21.修繕費 300

5.総係費 68,360 71,533 △ 3,173

 1.給料 24,915 一般職給料

 2.職員手当等 13,662 扶養手当　
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1,840

2,163

466

20

150

800

7,977

4,400

154

7,836

79

3,758

900

398

7

648

246

100

72

47

410

68

29

143

61

200

18

1,061

1,000

95

支出 (単位 ： 千円)

本 年 度 前 年 度 節

予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

管理職手当　

地域手当　

通勤手当　

住居手当　

児童手当　

時間外勤務手当　

期末勤勉手当　

 3.賞与引当金繰入額 4,400 賞与引当金繰入額

 5.報酬 154 上下水道事業経営審議会委員報酬

 6.法定福利費 11,673 職員共済組合負担金　　

公務災害補償基金負担金　

退職手当組合負担金　

 7.法定福利費引当金繰入額 900 法定福利費引当金繰入額

 8.旅費 398 普通旅費

11.報償費 7 報償費

13.備消品費 648 消耗品費

14.燃料費 246 自動車燃料費

16.印刷製本費 100 印刷製本費

17.通信運搬費 119 郵便料

電信電話料

18.委託料 410 水道事業会計システム保守委託料

19.手数料 301 送金手数料

自動車整備手数料

無線取替手数料

インターネットバンキング利用手数料

20.賃借料 218 自動車借上料

有料道路通行料

21.修繕費 1,061 修繕費

30.補償費 1,000 損害賠償金

31.食糧費 95 水源地見学賄費
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款 項 目 比 較 説　　　　　明



282

93

1,204

167

2,175

2,650

237

261

84

700

200

2,193

353,420

12,743

1,473

3,434

20,800

100

10

10

11,680

807

274

17,940

支出 (単位 ： 千円)

本 年 度 前 年 度 節

予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

32.負担金 6,808 日本水道協会負担金

県水道北部ブロック協議会負担金

庁舎光熱水費等負担金

共同消耗品等負担金

情報系システム経費負担金

一般会計事務負担金

各種研修会、講習会等出席者負担金

34.保険料 261 自動車損害保険料

36.公課費 84 自動車重量税

37.貸倒引当金繰入額 700 貸倒引当金繰入額

52.貸倒損失 200 貸倒損失

6.減価償却費 373,263 362,443 10,820

39.減価償却費 373,263 建物　　　　　　　

構築物　　　　　

機械及び装置　　

車両及び運搬具

工具器具及び備品　

7.資産減耗費 20,900 20,400 500

40.固定資産除却費 20,800 固定資産除却費

41.たな卸資産減耗費 100 たな卸資産減耗費

8.その他の営業費用 20 20 0

42.材料売却原価 10 材料売却原価

43.雑支出 10 その他営業雑支出

2.営業外費用 35,781 35,372 409

1.支払利息及び企業債取扱諸費 12,761 5,352 7,409

44.企業債利息 12,487 地方公共団体金融機構資金償還利息

銀行等借入金償還利息　

45.借入金利息 274 一時借入金利息

2.消費税及び地方消費税 23,000 30,000 △ 7,000

65.消費税及び地方消費税 23,000 消費税
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款 項 目 比 較 説　　　　　明



5,060

10

10

100

500

500

10,000

支出 (単位 ： 千円)

本 年 度 前 年 度 節

予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

地方消費税

3.雑支出 20 20 0

43.雑支出 10 その他雑支出

47.不用品売却原価 10 不用品売却原価

3.特別損失 1,100 1,100 0

1.固定資産売却損 100 100 0

48.固定資産売却損 100 固定資産売却損

2.過年度損益修正損 1,000 1,000 0

51.過年度損益修正損 500 過年度損益修正損

52.貸倒損失 500 貸倒損失

4.予備費 10,000 10,000 0

1.予備費 10,000 10,000 0

66.予備費 10,000 予備費
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360,100

61,138

25,300

77,000

4,854

10

収入 資本的収入及び支出 (単位 ： 千円)

本 年 度 前 年 度 節

予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

1.資本的収入 528,402 507,814 20,588

1.企業債 360,100 350,000 10,100

1.企業債 360,100 350,000 10,100

 1.企業債 360,100 企業債

2.負担金 168,292 157,804 10,488

1.負担金 168,292 157,804 10,488

 1.加入負担金 61,138 加入負担金

 2.工事負担金 102,300 区画整理事業関連水道管布設工事

下水道事業関連水道管布設替工事

 3.他会計負担金 4,854 消火栓設置負担金

3.固定資産売却代金 10 10 0

1.固定資産売却代金 10 10 0

 1.固定資産売却代金 10 固定資産売却代金
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19,568

870

797

1,701

581

602

930

1,400

5,920

3,300

6,478

67

2,956

700

89

58,980

397

40

52,000

97,800

279,000

53,250

104,831

49,710

31,000

5,500

5,500

19,800

1,000

支出 (単位 ： 千円)

本 年 度 前 年 度 節

予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

1.資本的支出 852,437 928,697 △ 76,260

1.建設改良費 836,817 915,371 △ 78,554

1.配水設備改良費 804,767 905,949 △ 101,182

 1.給料 19,568 一般職給料

 2.職員手当等 12,801 扶養手当　

管理職手当　

地域手当　

通勤手当　

住居手当　

児童手当

時間外勤務手当　

期末勤勉手当　

 3.賞与引当金繰入額 3,300 賞与引当金繰入額

 6.法定福利費 9,501 職員共済組合負担金

公務災害補償基金負担金　

退職手当組合負担金　

 7.法定福利費引当金繰入額 700 法定福利費引当金繰入額

13.備消品費 89 消耗品費

18.委託料 59,377 水道管工事実施設計委託料

断水作業等補助業務委託料

19.手数料 40

25.工事請負費 698,391 水道管布設工事（区画整理事業関連）

水道管布設替工事（下水道事業関連）

水道管布設替工事

幹線水道管整備に伴う水道管撤去工事

舗装復旧工事

電気機械更新工事

資材倉庫建替工事

その他一般改良工事

土木関連等切廻工事

水道管布設(替)工事（受託工事関連）

30.補償費 1,000 工事補償費

2.固定資産購入費 32,050 9,422 22,628
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款 項 目 比 較 説　　　　　明



3,400

2,800

25,850

11,110

4,400

110

支出 (単位 ： 千円)

本 年 度 前 年 度 節

予 定 額 予 定 額 区　　　分 金　　　額

54.量水器購入費 3,400 量水器購入費

55.車両及び運搬具購入費 2,800 車両及び運搬具購入費

56.工具器具及び備品購入費 25,850 水道料金システムサーバ機器等購入費　

2.企業債償還金 15,510 13,216 2,294

1.企業債償還金 15,510 13,216 2,294

64.企業債償還金 15,510 銀行等借入金償還元金　　　

地方公共団体金融機構　

3.過年度返還金 110 110 0

1.過年度返還金 110 110 0

 2.負担金過年度返還金 110 過年度分加入負担金等返還金
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